
　上市町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年上市町条例第１号）第６条の規定に基づき、
令和６年度における上市町人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表します。
　なお、一部の項目については、令和７年４月１日現在の状況を公表します。

１ 総括

 （１）人件費の状況（普通会計決算）

（参考）

人 千円 千円 千円 ％ ％

注１ 普通会計とは、水道事業・病院事業等を除く町事業全般を行うための会計をいいます。

注２ 人件費には、一般職員に支給される給与、退職手当負担金及び共済費並びに町長・議員等の特別職に支給される給料・報酬等

　を含みます。 

 （２）職員給与費の状況（普通会計決算）

人 千円 千円 千円 千円 千円

注１ 「職員手当」には、退職手当を含みません。

注２ 「職員数」については、令和６年４月１日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）、

　定年前再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を含みません。

注３ 「給与費」については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及び定年前再任用短時間勤務職員の給与費が

　含まれていますが、会計年度任用職員の給与費は含まれていません。

 （３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

注１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、

　学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

注２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

注３ ラスパイレス指数の算出に当たっては、60歳に達した日後の最初の４月１日以後に支給される給料月額について、本来の給料

　月額の７割水準に設定される職員を除いています。
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　（４）給与改定の状況
①　月例給

注　「給与改定率」は、平均給料月額の差額（改定後平均給料月額－改定前平均給料月額）を

　　改定前平均給料月額で除して算出しています。

　　ここでの「平均給料月額」とは、行政職給料表の全号給の和を号給数で除した値です。

②　特別給(期末・勤勉手当）

　（５）給与制度の総合的見直しの実施状況について
①　給料表等の見直し

②　その他の見直し内容

　（６）特記事項
なし

年間支給月数

2.76%

区分

（給料表の改定時期）　平成27年４月１日
（内容）行政職給料表について、国の人事院勧告に準じて平均２％引下げ。１級（全号給）及び２級の初任
給に係る号給は、引下げなし。３級以上の級の高位号給は、最大４％程度引下げ。５，６級で号給増設。激
変緩和のため、３年間（平成30年３月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施。
　他の給料表については、行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。（医療職（一）を除く。）
　55歳を超える職員の給料等の0.5％減額支給措置を平成30年３月31日で廃止。

　・寒冷地手当支給廃止（平成27年４月１日実施、経過措置あり）

　・管理職員特別勤務手当において、国と同様に見直しを実施（平成27年４月１日実施）

区分
給与

改定率

4.6月 4.6月

2.88%

６年度

（参考）
国の年間支給月数

６年度

（参考）
国の改定率
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況

 （１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和７年４月１日現在）

　 ① 行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　②　医師職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　③　看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　 ④ 技能労務職

歳 5 人 円 円 円 － 歳 円

歳 1 人 円 円 円 歳 円

歳 3 人 円 円 円 歳 円

歳 － 人 円 円 円 － 歳 円

歳 － 人 円 円 円 － 歳 円

歳 － 人 円 円 円 － 歳 円

円 円

円 円

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています（令和４年～令和６年

　 の３か年平均）。

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点について完全に一致し

　 ているものではありません。

※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、

　 公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加

　 えた試算値です。

注１　「平均給料月額」とは、令和７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

注２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべて

　　の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務

　　手当等を除いたもの）で算出しています。
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 （２）職員の初任給の状況（令和７年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

 （３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和７年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

※「経験年数」とは、卒業後直に採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいうものです。

上　市　町

大 学 卒

大 学 卒

富　山　県

区　　　分

行政職

医　師　職 大学６卒
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短大３卒

345,720

行政職

医　師　職

区　　　　　分

300,300
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大 学 卒 232,500

－

194,500

－

225,600

249,400

220,000

－

－

大 学 卒

－

364,278

大 学 卒

看護・保健職

220,500

－

－

看護・保健職

－

293,100

高 校 卒

経験年数25年

技能労務職

346,692

医療技術職

332,447

188,000

－

大 学 卒

短大３卒

－

257,100

223,800

393,638

－

短大３卒
医療技術職

経験年数10年

－

短大３卒

高 校 卒

－

－

－

284,120

経験年数20年

274,080

－

253,100

国

220,000

－

経験年数30年

188,000

316,467

－

－

294,250

－

－

－ －

－

255,400

227,400

高校～短大卒

－

300,300

－
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３ 一般行政職の級別職員数等の状況

 （１）行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和７年４月１日現在）

主事、技師 人 ％ 円 円

主事、技師 人 ％ 円 円

係長、主任 人 ％ 円 円

課長代理 人 ％ 円 円

主幹 人 ％ 円 円

課長 人 ％ 円 円

計 人 ％

注１　上市町の給与条例に基づく給料表の級区分による行政職の職員数です。

注２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

注　平成18年度に８級制から６級制に変更しています（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）。

　

 （２）昇給への人事評価の活用状況（行政職）

イ　人事評価を実施した

標準に加え、上位及び下位の区分も適用

標準に加え、上位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

標準の区分のみ適用

ロ　人事評価を実施していない

415,700

○
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○
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○ ○
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４ 職員の手当の状況

　　以下の職員手当の平均支給額及び支給実績額は、水道事業会計を除くすべての会計について記載しています。

 （１）期末手当・勤勉手当

千円 千円

　（６年度支給割合） 　（６年度支給割合） 　（６年度支給割合）

　期末手当 　勤勉手当 　期末手当 　勤勉手当 　期末手当 　勤勉手当

　2.50月分 　2.10月分 　2.50月分 　2.10月分 　2.50月分 　2.10月分

（1.40月分） （1.00月分） （1.40月分） （1.00月分） （1.40月分） （1.00月分）

　　（加算措置の状況） 　　（加算措置の状況） 　　（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等に 職制上の段階、職務の級等に 職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 よる加算措置 よる加算措置

・役職加算　5 ～ 15％ ・役職加算　 　5 ～ 20％ ・役職加算　 　5 ～ 20％

・管理職加算　　　なし ・管理職加算　15 ～ 25％ ・管理職加算　10 ～ 25％

注１　期末手当の月数は給料及び扶養手当を基礎とする月数をいい、勤勉手当の月数は給料を基礎とする月数をいいます。

注２　（　　　）内は、暫定再任用職員に係る支給割合です。

　　○勤勉手当への人事評価の活用状況（行政職）

イ　人事評価を実施した

標準に加え、上位及び下位の区分も適用

標準に加え、上位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

標準の区分のみ適用

ロ　人事評価を実施していない

 （２）退職手当（令和７年４月１日現在）

（支給率） （支給率）

勤続20年 19.6695月分 24.586875月分 勤続20年 19.6695月分 24.586875月分

勤続25年 28.0395月分 33.27075月分 勤続25年 28.0395月分 33.27075月分

勤続35年 39.7575月分 47.709月分 勤続35年 39.7575月分 47.709月分

最高限度 47.709月分 47.709月分 最高限度 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（定年前早期退職加算措置　２％～20％） （定年前早期退職特例措置　３％～45％）

１人当たり平均支給額（６年度退職者）

定年・勧奨 18,739千円

自己都合等 1,906千円

注１　退職手当の１人当たり平均支給額は、６年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

注２　「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の非違によることなく退職した場合を含みます。

 （３）地域手当（令和７年４月１日現在）

制度なし

上　　　　　市　　　　　町

自己都合

富　　山　　県
１人当たり平均支給額（６年度）

（管理職を除く。）

自己都合

国

○

１人当たり平均支給額（６年度）
　（管理職を含む。）

○ ○

○ ○

1,696

管理職員
令和６年度中における運用

1,432

国

一般職員
特定管理

職員

－

上　　市　　町

○○

○

一般職員

勧奨・定年

国

応募認定・定年

上市町
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 （４）特殊勤務手当（令和７年４月１日現在） ※（　）内は、病院事業を除いた場合

支給実績（６年度決算） 千円 （ 千円）

　支給職員１人当たり平均支給年額（６年度決算） 円 （ 円）

職員全体に占める手当支給職員の割合（６年度） ％ （ ％）

手当の種類（手当数）

左記職員に対する支給単価

千円

感染症防疫作業従事職員 感染症患者の救護作業等 千円

千円

除雪車運転業務従事職員 千円

火葬場においての火葬業務 千円

千円

千円

千円

千円

 （５）時間外勤務手当 ※（　）内は、病院事業を除いた場合

支給実績（６年度決算） （

　職員１人当たり平均支給年額（６年度決算） （

支給実績（５年度決算） （

　職員１人当たり平均支給年額（５年度決算） （
注１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

注２　職員１人当たり平均支給年額を算出する際の職員数は、支給実績（決算額）と同じ年度の４月１日現在の

水道事業職員を除いた総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）

であり、短時間勤務職員を含んだものを用いています。

※令和６年度決算には、富山県知事選挙及び衆議院議員選挙の従事業務における時間外勤務手当（6,347千円）が含まれています。

1,047

緊急処置手当  １回につき10,000円以内

千円）

看護職員等処遇改善手当 病院に勤務する看護職員等
感染症への対応と少子高齢化への
対応が重なる最前線における看護
業務

17,825 月額12,000円

災害応急作業等手当 災害応急作業従事職員
重大な災害が発生した箇所にお
いて行う災害応急作業等

318
日額1,080円

（深夜帯に従事した場合 日額1,620円）

支給実績
（６年度決算）

病院、診療所等に勤務する
医療業務に従事した職員

精神保健業務従事職員

391

日額300円

0

17

保育士等処遇改善手当

行旅死亡人　１件当たり1,000円

犬猫等　　　１件当たり  300円

318

千円）

火葬業務従事職員

行旅死亡人等取扱業務
従事職員

41,684

日額1,000円

種類10

276

37,545

345

日額300円

精神障害者の訪問指導、護送
等

医療業務

感染症等防疫手当

0

千円

132,385

0火葬業務手当

精神保健業務手当

保育業務従事職員等
感染症への対応と少子高齢化への
対応が重なる最前線における保育
業務

720 月額5,000円

行旅死亡人又は犬猫等動物の
死体処理業務

主な支給対象職員手当の名称

73.3

日額300円

千円

千円

　　　　　宿直(輪番日)１回につき47,000円

行旅死亡人等取扱手当

94,796

医療業務手当

麻酔技術手当  日額 20,000円

342,223

　　　　　宿直(輪番日以外)１回につき14,700円

救急勤務手当　日直１回につき16,200円以内

除雪手当 20

50.0

日額300円
除雪のための除雪車の運転業
務

税務手当

千円）

千円）

119,058

8町税徴収業務従事職員
徴収及び滞納処分に関する業
務

千円

75,887 千円

13,593

主な支給対象業務
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 （６）その他の手当（令和７年４月１日現在）

(1)配偶者  　3,000円 円

(2)配偶者以外

 ①１人につき6,500円

 　子は11,500円

 ②満15歳年度初めから満22

 　歳年度末までの間にある

 　子１人につき、5,000円を

 　加算

借家等 〇国の制度

 ①家賃23,000円以下の場合  ①家賃27,000円以下の場合

　 家賃－12,000円 　 家賃－16,000円

 ②家賃23,000円を超える場合  ②家賃27,000円を超える場合

 　11,000円+(家賃-23,000円)/2  　11,000円+(家賃-27,000円)/2

　　 (最高限度額 27,000円) 　　 (最高限度額 28,000円)

(1)交通機関利用職員

(2)交通用具使用職員

14,915

（６年度決算）

支給職員１人当たり

503,527

579

67,461

異
な
る

（６年度決算）

18,754

同
じ

2,000円～31,600円

住居手当

通勤手当

平均支給年額

276,210

国の制度
との異同

千円

(2)管理職員が平日深夜に勤務
した場合に支給
　　　職区分に応じ
　　2,000円～5,000円

20,679

　６か月定期券等の価額による
一括支給

手当名

同
じ

同
じ

支給実績国の制度と
異なる内容

30,502

16,616

内容及び支給単価

管理職手当
　管理職に当該職の区分
及び給料の級に応じて支給

同
じ

管理職員
特別勤務

手当

距離段階区分に応じ

　全額支給限度額１か月当たり
150,000円

244,014

(1)管理職員が週休日・祝日・
年末年始の休日等に勤務した場
合に支給
　　　職区分に応じ
６時間未満：4,000円～10,000円

６時間以上：6,000円～15,000円

扶養手当
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５ 特別職の報酬等の状況（令和７年４月１日現在）

（６年度支給割合）

月分

（６年度支給割合）

月分

（算定方式） （支給時期）

給料月額×500/100×在職期間(月数)/12

給料月額×280/100×在職期間(月数)/12

給料月額×210/100×在職期間(月数)/12

注　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（町長、副町長：４年＝48月、

　 教育長：３年＝36月）務めた場合における退職手当の見込額です。

６ 職員数の状況

 （１）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在、単位：人）

<参考>　人口１万人当たりの職員数 66.99 人

（類似団体の人口１万人当たりの職員数　－　人）

<参考>　人口１万人当たりの職員数 77.17 人

（類似団体の人口1万人当たりの職員数　－　人）

〈参考〉

[ ] [ ] [ 0 ] 人口１万人当たりの職員数 206.86人

注１　職員数は、一般職に属する職員数（教育長を除く。）であり、町で給与を支給しない派遣者を除きます。

注２　[　　　]内は、条例定数の合計です。

円

2

円

円円

1

1

総　務

町　　長

議　　長

47

／

419

5
合　　　計

（参考）類似団体における最高/最低額

－ 円

／

議　　員

△ 1
37

－360,000

小　計

0

0

3

1
0

3

／

円

226

0

－ 円

給　　　　料　　　　月　　　　額　　　　等

822,000

教 育 長

議　　長

副 議 長 310,000

5

任期毎に支給

税　務

円

／

－

223

副 議 長

報
　
酬

419

期
末
手
当

町　　長

福
祉
関
係

11

－

議　　員

1

１６，４４０千円

－

円

－

－

46 1

　　　　 区　分

部　門

労　働

12

1

衛　生

土　木

商　工

125

－ 円

0

任期毎に支給

1918

特
別
行
政 小　計

0消　防

対前年

683,000

円

78
0

36

1
36

福
祉
関
係
を
除
く
一
般
行
政

0

0
18 19

0

円

円／290,000

1
12

11

／

11

円

円

その他

2

区　　分

副 町 長 円 －

教 育 長 円

－

町　　長

－

副 町 長

３，８１２千円

（１期の手当額）

７，６５０千円

増減数

退
職
手
当

教 育 長

３．２５

３．４５

給
　
料

605,000

円

主　な　増　減　理　由

0

任期毎に支給

142

小　計

副 町 長

36

5

職　　員　　数
令和７年

11

普
　
通
　
会
　
計
　
部
　
門

12

381

議　会

小　計

教　育

一
　
般
　
行
　
政

一般行政計

78

144普通会計部門計

124

11

令和６年

下水道

水　道

10

1

民　生

農林水産

5

△ 1

386

1
10

239
9

242

公
営
企
業
等
会
計

病　院

5
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 （２）年齢別職員構成の状況（令和７年４月１日現在）

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

 （３）職員数の推移 （単位：人・％）

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

 （４）令和６年度の職員採用試験の状況

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

注　職員採用は、全て競争試験により行っています。

令和2年

18

122

～

学芸員 1 3

過去5年間の
増減数（率）

121

0

2832 52

令和4年

41

43歳

令和5年

2

0

137 7

240

7

△ 2244

医
療
職

5総合計

242

386

消防

19

4

13

3理学療法士

138

一般行政

144

保健師

12

381

事務職員 2

42

0

0 39

125

16

124

0

99.2%

139

239

381

105.1%

18

～

令和3年

126

118.8%

0

103.3%

0

3

38

0.0%

101.3%

0

378

240

受験者数

1

40歳20歳

37

48歳44歳 52歳

59歳47歳 55歳

60歳
以上

45

～

15

～
56歳

計

386

36歳

令和6年

教育

15

28歳24歳 32歳

採用者数

20歳
未満

～

51歳35歳
区分 ～

39歳31歳27歳

～～ ～

23歳

377

28

行
政
職

16

普通会計計

看護師 9

144

～

121

令和7年

27
職員数

　　　　　　　 年度

部門別

142

公営企業等会計計

18

384

採用区分

合計

238

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

令和７年の構成比

５年前の構成比
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 （５）昇任の状況（令和７年４月１日付）

人 人 人 人 人 人

注　病院の医療職を除きます。

 （６）退職の状況（令和６年度中）

人 人 人

７ 職員の勤務時間その他の勤務条件

 （１）勤務時間の状況

職員の勤務時間は原則として下表のとおりです。

　　８：３０　～　１７：１５

　１２：００　～　１３：００

注　病院等を除きます。

 （２）休暇、休業制度の取得状況

　職員の休暇、休業制度については、上市町職員の勤務時間、休暇等に関する条例、規則や職員の育児休業等
に関する条例、規則等に基づいて定められており、主な休暇、休業の状況は下表のとおりです。

平　 均 日

平　 均 日

取得者 人

取得者 人

取得者 人

取得者 人

取得者 人

８ 職員の分限及び懲戒処分の状況

　（１）分限処分の状況

令和６年度の分限処分の状況は、下表のとおりです。
降 給 降 任 休 職 免 職 合 計

人 人 人 人 人

注　分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保の目的から、

　　職員がその職責を十分に果たすことができない場合に行われる職員の意に

　　反する不利益な身分上の変動をもたらす処分のことをいいます。

　（２）懲戒処分の状況

令和６年度の懲戒処分の状況は、下表のとおりです。
戒 告 減 給 停 職 免 職 合 計

人 人 人 人 人

注　懲戒処分とは、公務における規律と秩序を維持する目的から、職務上の

　　義務違反など、公務員としてふさわしくない非行がある場合に行われる

　　処分のことをいいます。

13

合　計

産前・産後休暇

32

24

4.7

合　計

0

107

11

職区分

子が３歳に達するまでの期間のうち、申請して承認された期間

職種区分 医療職

介護休暇

2

4

主　幹係　長

4

 20 日（１年当たり） 10.6

勤務時間

休憩時間

人数

 ５ 日（１年当たり）

0

行政職

11

病気休暇

夏季休暇

区　分

1

年次休暇

育児休業

令和７年度

家族の看護のため勤務しないことが相当であると認められる場合
１年間に５日（その養育する中学校就学の始期に達するまでの子が
２人以上の場合にあっては10日）

3

令和６年の取得状況

人数 18

00 0

課　長

産前８週間・産後８週間

 ６ 月以内

0

主　任 課長代理

15

 90 日以内

44

0

休暇（休業）期間等　 令和７年４月１日現在

2

家族看護休暇
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９　職員の服務の状況

 （１）職員の守るべき義務の概要

　地方公務員法第30条は、服務の根本基準として、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の
利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならな
い。」と規定しています。この根本基準の趣旨を具体的に実現するため、同法は職員に対し、法令
等及び上司の職務上の命令に従う義務（同法第32条）、信用失墜行為の禁止（同法第33条）、
秘密を守る義務（同法第34条）、職務に専念する義務（同法第35条）、政治的行為の制限（同
法第36条）、争議行為等の禁止（同法第37条）、営利企業等の従事制限（同法第38条）等
服務上の強い制約を課しています。

　（２）職務専念義務免除の状況

令和６年度の職務専念義務免除の状況は、下表のとおりです。

研修を受ける場合 件

厚生に関する計画の実施に参加する場合 件

職員団体の業務に従事する場合 件

町長が定める場合 件

件

件

件

注　職員は、法律又は条例に特別の定めがある場合を除き、その勤務時間中において、職務に専念する義務

　　（地方公務員法第35条）がありますが、合理的な理由がある場合は、限定的にその免除が認められて

　　います。

　（３）営利企業等従事許可の状況

令和６年度の状況は、下表のとおりです。
備 考

　営利企業等従事

　許可件数

注　職員は、任命権者の許可（例外的に、職務との間に利害関係が発生するおそれがなく、職務の遂行に支

　　障がないと認める場合のみ）を受けなければ、営利を目的とする会社等の役員を兼ねたり、報酬を得て

　　いかなる事業若しくは事務にも従事してはならない（地方公務員法第38条）とされています。

23（献血等）

合　　　　　　　　　計

（新型コロナウイルス感染症の
ワクチン接種） 0

承認・許可件数

25

2

件12

0
（新型コロナウイルス感染症の
ワクチン接種に伴う療養）

0

0

承　認
件　数

免　除　の　事　由
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１０ 職員の人事評価の状況

① …

② …

※

１１ 職員の退職管理の状況

令和６年度の退職者の再就職の状況については、次のとおりです。

評価期間

能力評価 　職種、階層により評価項目を定め、職務遂行の過程において発揮された能力について評
価を行います。

　職員があらかじめ設定した業務目標の達成度やその他の業務目標以外の取組について評
価を行います。

０名

　評価は毎年４月１日から９月30日まで前期とし、10月１日から３月31日までを後期として年２回の評価を行い
ます。

※退職者数は、管理職の退職者数です。

職員の勤務成績の評価に係る概要は、次のとおりです。

退職者数

（３）

１名

（１）

再就職者数

業績評価

①と②の合計点数で、「優秀」、「良好」、「良好でない」の３段階評価で総合評価を行います。

　原則、当該職員の直属の上司が評価を行い、客観的な立場で調整者（第２評価者）によって評価の調整を行い
ます。

１名

評価者

１名

評価方法

町（特別職・再任
用）等

その他の団体

（２）
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１２ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況

 （１）職員の研修の状況

令和６年度の職員の研修の状況については、下表のとおりです。

職員派遣研修 人

市町村等中堅幹部職員養成研修 人

市町村職員研修機構及び県職員研修所で実施の研修 人

市町村新任職員研修(前期） 人

市町村新任職員研修(後期） 人

必 市町村吏員基礎課程研修 人

市町村吏員継続課程研修 人

市町村新任係長研修 人

市町村現任係長研修 人

須 市町村新任主幹研修 人

市町村新任所属長研修 人

市町村現任課長研修 人

再任用職員研修 人

事務ミストラブル防止研修 人

業務改善研修 人

発想力向上研修 人

タイムマネジメント研修 人

専 クレーム対応研修 人

最先端IT技術基礎研修 人

ハラスメント防止対策研修 人

選挙管理事務研修 人

門 新任職員トレーナー養成研修 人

アクティブシニアのための働き方研修 人

パソコン研修【Excel2019関数 実用編】 人

パソコン研修【Access2019基礎】 人

管理者（合同）研修 人

手話講座 人

ワンチーム女性職員政策課題研究研修 人

基礎研修 人

上市町新任職員研修 人

特別研修 人

上市町ハラスメント防止研修 人

健康づくりセミナー 人

人

法制執務研修（中級） 人

自主研修（通信教育・放送大学等） 人

市町村職員中央研修所（市町村アカデミー） 人

　　　　　　計 人

注　上の表の研修は総務課が管理する研修です。

　　この他、各課（局）での業務の専門的研修があります。

 （２）勤務成績の評定の状況

　勤務成績の評定は、直属の課長等により業務実績や職務遂行能力などについて評価し、昇任・昇格・人事異動の資料

として組織の活性化に活用しています。

　 （参考）

　　職員の資質向上については、平成17年度に策定した「人材育成基本方針」に基づき、体系的に取り組んでいます。

　

3

0

0

1

0

2

58

0

7

1

修了者数

0

7

7

1

3

1

7

1

1

0

3

1

1

1

25

1

256

3

若手職員地域課題解決フィールドワーク研修

1

2

1

研　　修　　区　　分

1

1

25

171

40

1

131
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１３ 職員の福祉厚生の状況

 （１）厚生制度の状況

　公務能率の向上を図るため、職員の健康管理等の厚生事業を実施しており、その状況は下表のとおりです。

定期健康診断 全職員 人 人

一般ドック（節目を含む。） 希望職員 人 人

脳ドック 希望職員 人 人

職員互助会への補助金 補助金額 補助金額

千円 千円

ライフプランセミナー 指定年齢の職員 人 人

 （２）共済制度の状況

　社会保障の一環としての共済制度の概要は、次のとおりです。
① 富山県市町村職員共済組合
② (ア)短期給付事業 病気・ケガ・出産・死亡・休業・災害に対しての必要な給付

(イ)長期事業 退職・障害・死亡に対して年金又は一時金の給付
(ウ)福祉事業 健康診断などの健康の保持増進事業及び貸付事業

③ 必要な費用は、｢組合員の掛金」と「地方公共団体の負担金｣によって賄われてい
ます。

　主な短期給付の状況は下表のとおりです。

役 場 病 院

件 千円 件 千円

件 千円 件 千円

注１　R6.4.1～R7.3.31の期間に給付された延べ件数及び金額となっています。

注２　給付実績は、組合員とその家族（被扶養者）を含めた金額となっています。

 （３）公務災害補償制度の状況

　公務災害補償制度は、職員が公務上の災害（負傷、疾病、障害及び死亡）又は通勤による災害を受けた場合に、
その災害によって生じた損害の補填（補償）と、被災職員の社会復帰の促進及び職員・遺族の援護を図るために
必要な事業（福祉事業）を行うことを目的としています。
　具体的には、地方公務員法第45条に基づいて定められた地方公務員災害補償法によって定められています。
　公務災害又は通勤災害と認定された件数は下表のとおりです。

認定件数 件 件

うち　公務災害 件 件

うち　通勤災害 件 件

主　な　項　目

災害

28

金　　額

研修事業及び福利増進事業

病　院

千円

21

89

12

18,905千円

0

133

給　　　　　付　　　　　の　　　　　状　　　　　況

件

実　施　状　況

千円

0 件

給付
33

7

入院附加金

令和６年度実績

計

7

附加
給付
等

588

役　場
対　象　者　等

22その他
の厚生

0

17

0

147

0

千円

役　場

育児休業手当金

一部負担金払戻

埋葬料

災害見舞金

件

2

傷病手当金
件

健康
管理

5,295

機　  関

85

21,422

1,92986

件　　数

件

（節目は指定年齢の職員）

金　　額

376

給付
件

78

102

41

506

6,800

財　 源

主な内容

2

0

千円 0千円

出産費

区分

事業概要

福利
事業

件　　数

1,129

239

病　院

休業

区分

療養費

高額療養費
保健
給付
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１４　勤務条件及び不利益処分に関する不服申立て等の状況

　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査・判定し、必要な措置を執るとともに、
職員に対する不利益な処分についての不服申立てに対する裁決又は決定をするため富山県町村公平委員会を
共同設置しています。

 （１）勤務条件に関する措置の要求の状況

　令和６年度の措置の要求はありません。

 （２）不利益処分に関する不服申立ての状況

　令和６年度の不服申し立てはありません。
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１５ 公営企業職員の状況

 （１）水道事業

　 ① 職員給与費の状況

　　ア 決算

（参考）

Ｂ ／ Ａ
千円 千円 千円 ％ ％

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

注１ 「職員手当」には、退職手当を含みません。

注２ 「職員数」については、令和７年３月３１日現在の人数です。

 　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和７年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

注　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

　 ③ 職員の手当の状況

　　ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

　（６年度支給割合） 　（６年度支給割合）

　期末手当 　勤勉手当 　期末手当 　勤勉手当

　2.50月分 　2.10月分 　2.50月分 　2.10月分

（1.40月分） （1.00月分） （1.40月分） （1.00月分）

　　（加算措置の状況） 　　（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等に 職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 よる加算措置

・役職加算　5 ～ 15％ ・役職加算　5 ～ 15％

・管理職加算　　　なし ・管理職加算　　　なし

注１　期末手当の月数は給料及び扶養手当を基礎とする月数をいい、勤勉手当の月数は給料を基礎とする

　　　月数をいいます。

注２　（　　　）内は、暫定再任用職員に係る支給割合です。

　　イ 退職手当（令和７年４月１日現在）

（支給率） （支給率）

勤続20年 19.6695月分 24.586875月分 勤続20年 19.6695月分 24.586875月分

勤続25年 28.0395月分 33.27075月分 勤続25年 28.0395月分 33.27075月分

勤続35年 39.7575月分 47.709月分 勤続35年 39.7575月分 47.709月分

最高限度 47.709月分 47.709月分 最高限度 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（定年前早期退職加算措置　2％～20％） （定年前早期退職加算措置　2％～20％）

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額（６年度退職者）

定年・勧奨 18,739千円

自己都合等 1,906千円

注１　退職手当の１人当たり平均支給額は、６年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

注２　「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の非違によることなく退職した場合を含みます。

令和６年度　　　　　－

５年度の総費用に占める

区　分

20,568
６年度

給  与  費
職員手当

職員給与費比率

勤勉手当

区　分
　 純損益又は

　 実質収支

給　料
Ｂ ／ Ａ

30,292
６年度

総費用に占める

325,880

総費用　Ａ

全国市町村平均 －

上 市 町 水 道 事 業

30,292

基本給

8,465

平均月収額

1,259 6,058

8.5

上市町

8.4

上　　市　　町

一人当たり給　　　　与　　　　費

計　Ｂ

－－

504,868

職員給与費比率

50.1

5

平均年齢

3,616

区　分 期末手当

5,968

職員給与費　Ｂ

一人当たり給与費

５年度平均

1,693

357,571

職員数 Ａ

上　　　　　市　　　　　町

勧奨・定年勧奨・定年

(参考)

１人当たり平均支給額（６年度）

1,432

自己都合

上　市　町　水　道　事　業

１人当たり平均支給額（６年度）

自己都合
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　　ウ 地域手当（令和７年４月１日現在）

制度なし

　　エ 特殊勤務手当（令和７年４月１日現在）

支給対象業務なし

　　オ 時間外勤務手当

支給実績（６年度決算）

　職員１人当たり平均支給年額（６年度決算）

支給実績（５年度決算）

　職員１人当たり平均支給年額（５年度決算）

注１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

注２　職員１人当たり平均支給年額を算出する際の職員数は、支給実績（決算額）と同じ年度の４月１日現在の

総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務

職員を含んだものを用いています。

　　カ その他の手当（令和７年４月１日現在）

(1)配偶者　　　3,000円 円

(2)配偶者以外

 ①1人につき6,500円

 　子は11,500円

 ②満15歳年度初めから満22

 　歳年度末までの間にある

 　子1人につき、5,000円を

 　加算

借家等

 ①家賃23,000円以下の場合

　 家賃－12,000円

 ②家賃23,000円を超える場合

 　11,000円+(家賃-23,000円)/2

　　 (最高限度額 27,000円)

(1)交通機関利用職員

(2)交通用具使用職員

同

じ

管理職員
特別勤務

手当

同
じ

(1)管理職員が週休日・祝日・
年末年始の休日等に勤務した場
合に支給
　　　職区分に応じ
6時間未満：4,000円～10,000円

6時間以上：6,000円～15,000円

(2)管理職員が平日深夜に勤務
した場合に支給
　　　職区分に応じ
　　2,000円～5,000円

0 0

0

千円

1,364

平均支給年額
（６年度決算） （６年度決算）

千円

支給実績

273

上市町の制度と
異なる内容

千円

同
じ

通勤手当

手当名

169

845

内容及び支給単価

96 24,000

0

　6箇月定期券等の価額による
一括支給

同
じ

上市町の
制度と
異同

78,000

支給職員１人当たり

156

162

同
じ

2,000円～31,600円

距離段階区分に応じ

扶養手当

住居手当

管理職手当

162,000

千円

　管理職に当該職の区分
及び給料の級に応じて支給

　全額支給限度額1箇月当たり

150,000円

千円
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